
- 1 - 
 

平成２４年（行ウ）第１１７号 発電所運転停止命令義務付請求事件 

原  告   １３４名 

被  告   国 

 

準 備 書 面（２３） 
 

２０１８（平成３０）年３月１２日 

 

大阪地方裁判所第２民事部合議２係 御中 

 

原告ら訴訟代理人 

 弁護士  冠    木    克    彦 

 弁護士  武    村    二 三 夫 

 弁護士  大    橋    さ ゆ り 

 弁護士  髙    山         巌 

 弁護士  瀬    戸    崇    史 

復代理人 

 弁護士  谷         次    郎 



- 2 - 
 

目次 

第１ 被告第１９準備書面、第１（島﨑見解に関連する被告主張）に対する反論 ・・・・・・・ ５ 

１ 島﨑発表における入倉・三宅式（２００１）の式の変形に関する被告主張に対する反論 ・・ ５ 

２ 将来予測の場面で入倉・三宅式を用いて評価することに関する被告主張に対する反論 ・・・ ６ 

３ 島﨑提言が入倉・三宅式（２００１）の検証において均質すべり震源モデルを仮定して推定した暫

定解を使用していることは科学的に誤りである旨の被告主張に対する反論 ・・・・・・・・・ ７ 

第２  被告第１９準備書面、第２に対する反論 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８ 

１ 被告の主張と原告の行う反論 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８ 

２ 震源インバージョンと入倉・三宅式との関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９ 

（１）震源インバージョンとはなにか ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９ 

（２）「入倉・三宅式」の震源断層面積Ｓは震源インバージョンによるデータである、との主張 

の誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０ 

（３）破壊域と震源断層面積との関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０ 

３ 被告主張①島﨑氏の証言について（被告第１９準備書面、第２、１） ・・・・・・・・・ １３ 

４ 被告主張②破壊域を用いること（被告第１９準備書面第２、２） ・・・・・・・・・・・ １４ 

５ 被告主張③仮定による断層面積(破壊域)の問題（被告第１９準備書面第２、３） ・・・・ １５ 

６ 被告主張④熊本地震（被告第１９準備書面第２、４） ・・・・・・・・・・・・・・・・ １５ 

第３ 「レシピ」に係る被告主張に対する反論 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６ 

１ 川内原子力発電所の地震動評価の容認は「レシピ」の一部改変なのか ・・・・・・・・・ １６ 

（１）被告主張の確認 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６ 

（２）原告らの主張の確認 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６ 

（３）被告が議論を避ける理由 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １７ 

（４）「レシピパッケージ」論の批判 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １７ 

ア 被告の「パッケージ」論 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １７ 

イ 観測記録との整合性が検証された評価手法ではないこと ・・・・・・・・・・・・・・・ １８ 

ウ 関係式の他の式への置き換えについて ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １８ 



- 3 - 
 

２ 「壇ほか式」を推本レシピが採用することは科学的合理性を欠くという原告の主張に対す 

る被告の反論と原告からの再反論 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２０ 

第４ 「壇ほか式」は実際の地震観測データに整合するものであることが合理的に検証されて 

いるとする被告の主張には理由がないこと ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２３ 

１ 被告の主張 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２３ 

２ 原告らの反論 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２４ 

（１）①に対する反論（被告の主張に基づけば「壇ほか式」には適用範囲（Ｍ０＜７．５Ｅ＋ 

１０１８Ｎｍ）が存在すると考えられること） ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２４ 

（２）②に対する反論 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２５ 

（３）③に対する反論 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２５ 

第５ 「壇ほか式」が用いた地震データのうち入倉・三宅式（２００１）が有効な領域である 

データから地震モーメントと短周期レベルを求めた関係式の傾きが負になるとの原告らの 

主張に対し、このような関係式は、「壇ほか式」が関係式を導くために用いた地震データと 

は異なる地震データに基づいて策定されたものとなる以上「壇ほか式」とは全く異質なも 

のであって、同式の当否を論ずる根拠とはなり得ないとする被告の主張には理由がないこと 

  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２６ 

１ 被告の主張 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２６ 

２ 原告らの反論 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２７ 

第６ 「壇ほか式」の適用範囲のデータであっても、アスペリティ面積比が１を超えることが 

ある旨の原告らの主張は、推本レシピに規定された経験式に従わずに算出された数値を根 

拠とするもので「壇ほか式」が不合理であることの根拠とならないとの被告の主張が理由 

のないこと ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２７ 

１ 被告の主張 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２８ 

２ 原告らの主張 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２８ 

第７ 「壇ほか式」はアスペリティ面積比そのものを求める経験式ではなく、アスペリティ 

面積比が過大な値になるのは他の経験式との組み合わせによるものであって、「壇ほか 



- 4 - 
 

式」の法則的傾向ではないとの被告の主張に理由がないこと ・・・・・・・・・・・・ ２９ 

１ 被告の主張 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２９ 

２ 原告らの主張 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２９ 

第８ 「壇ほか式」には適用範囲（Ｍ０＜７．５Ｅ＋１０１８Ｎｍ）が存在すると考えられること 

    ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３１ 

１ 被告の主張に基づけば「壇ほか式」には適用範囲（Ｍ０＜７．５Ｅ＋１０１８Ｎｍ）が存在 

すると考えられること ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３１ 

２ 地震モーメントが「Ｍ０＞７．５Ｅ＋１０１８Ｎｍ」（以下「第２ステージ」という。）の領 

域においては「片岡ほか式」を用いるべきであること ・・・・・・・・・・・・・・・・ ３３ 

（１）「入倉・三宅式」、「武村式」から基本的に「片岡ほか式」を導くことができること ・・ ３３ 

（２）第２ステージにおいて「壇ほか式」を用いた場合にアスペリティ面積比が１を超えると 

いう矛盾が生じるが、「片岡ほか式」を用いた場合はこのような矛盾は生じないこと ・・ ３５ 

（３）小括 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３６ 

第９ 本件各原発が火山対策に関連して設置許可基準規則６条１項に違反すること ・・・・ ３６ 

１ はじめに ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３６ 

２ 火山ガイドの要求 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３６ 

３ 参加人関西電力の対応 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３７ 

４ 設置許可基準規則は許可の要件であること ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３７ 

５ 層厚、気中降下火砕物濃度が過少評価であること ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３８ 

（１）はじめに ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３８ 

（２）大山との関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３８ 

（３）姶良（あいら） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３９ 

（４）まとめ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３９ 

６ 結論 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４０ 

  



- 5 - 
 

第１ 被告第１９準備書面、第１（島﨑見解に関連する被告主張）に対する反論 

 

１ 島﨑発表における入倉・三宅式（２００１）の式の変形に関する被告主張に対する反

論 

（１）被告は、島﨑発表・島﨑提言における入倉・三宅（２００１）の式の変形は、一

律に断層幅を１４ｋｍ、断層傾斜角を垂直に固定しているなど科学的合理性を欠

いたものであり、島﨑発表に基づいた原告らの主張には理由がない旨を主張する。

とりわけ被告は、島﨑発表が震源断層面積を個別具体的に把握することを前提と

して策定された「入倉・三宅式」について、断層長さのみに依拠して地震モーメン

トＭ０を算出する式に変形していることについて、不合理であると主張する。 

（２）しかし、被告も、断層幅Ｗが飽和するということ自体は認めている。原告らが準

備書面（２０）、１３頁でも述べたとおり、入倉・三宅（２００１）（甲９６）では、

断層の長さが２０キロメートルの場合、断層幅１６．５９キロメートルで飽和する

としている（甲９６、８５７頁 ５）及び８５８頁図６参照）し、推本レシピも、

震源断層モデルの幅Ｗが、地震発生層の厚さＴＳ（垂直断層の場合、２０キロメー

トル以下の一定の値になるとしている）に応じて飽和して一定値になるとしてい

る（乙８７、３頁）。 

被告は、島﨑氏が、断層長さのみに依拠していること、Ｗを一律１４キロとする

こと、断層傾斜角垂直の仮定を置くことが不合理であると主張する。その仮定自体

に議論の余地はあるとしても、島﨑氏の置く仮定自体によって、島﨑氏の見解に科

学的合理性がないということにはならない。例えば、甲１３７では、島﨑氏は断層

傾斜角６０度を仮定すると、入倉・三宅（２００１）から導かれた式である（４）

の係数が１．０９から１．４５になるとしており、断層傾斜角９０度の時と比べる

と１．３３倍程度値が大きくなるが、島﨑氏は入倉・三宅（２００１）から導かれ

た（４）式を用いた地震モーメントの値が４倍程度異なり、過小評価になるとして

いるのであり、断層傾斜角６０度の場合も依然過小評価であるということは言え
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るのである。 

（３）また、被告は、島﨑氏が島﨑証言において１４キロメートル、垂直の仮定が西日

本の活断層を意識したものである旨を証言していることが信用できないというが、

島﨑発表・島﨑提言は、日本海側の津波評価が過小評価ではないか、という点が出

発点であり（甲１４８）、島﨑論文でも結論としては「日本海西部」を過小評価と

しているのであるから（甲１５２、６５９頁）、信用できないということにはなら

ない。 

２ 将来予測の場面で入倉・三宅式を用いて評価することに関する被告主張に対する反

論 

（１）被告は、各種調査結果により設定した震源断層形状を入倉・三宅式（２００１）

に適用した上で、将来起き得る地震動の予測（評価）を行うことは科学的に合理性

を有するものであり、このような予測（評価）は広く行われている旨を主張して、

原告らの主張に反論する。 

（２）しかし、島﨑氏は、まさに被告主張のこの点に対する危機感を持っているという

べきである。島﨑論文（甲１５２）は、津波予測の分野に関してではあるが、入倉・

三宅式を用いた将来予測について過小評価があることを問題視している。そして、

この過小評価を既成事実化すれば、想定外の地震動により再び原発事故が起こり

かねないとの警鐘を鳴らしている（甲１５２、６５３頁）。 

（３）また、被告は、各種調査結果により推定・設定した震源断層形状を入倉・三宅式

に適用した上で、将来起こり得る地震動評価を行うことは科学的に合理的であり、

原告らが「Ｌｓｕｂ」について誤解している旨の主張をしている。しかし、被告は

その第１６準備書面で、島﨑発表における断層長さを、「震源インバージョン解析

の結果得られたＬｓｕｂ」と対比し、異なることを以て科学的合理性を否定してい

たところ、今回、「各種調査結果により推定・設定した震源断層形状」もＬｓｕｂ

に含まれるものである、と、主張を微妙に変えている。 

 そして、各種調査結果により推定・設定した震源断層形状から得られる「Ｌｓｕ
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ｂ」と、震源インバージョン解析の結果得られる「Ｌｓｕｂ」は同じになる保証は

ないのだから、被告の原告らに対する反論は当を得ない。 

（４）さらに、被告は１９９１年発行の『［新編］日本の活断層』（乙７０）を引き合い

に出して、島﨑氏が１９９５年兵庫県南部地震の断層を根拠なく短縮している旨

を主張するが、批判として正当ではない。被告が主張する「総延長７０ないし８０

ｋｍ程度の断層帯」とは、淡路島から有馬・高槻に至る複数の断層を一体のものと

して取り出しているが、１９９５年兵庫県南部地震は淡路島から有馬・高槻に至る

断層帯が全部動いた訳ではない。島﨑氏は、実際に地震を発生させたと考えられる

断層について、事前にわかる情報で評価したものに過ぎないのであり、被告は島﨑

氏の主張を曲解していると言わざるを得ない。 

３ 島﨑提言が入倉・三宅式（２００１）の検証において均質すべり震源モデルを仮定し

て推定した暫定解を使用していることは科学的に誤りである旨の被告主張に対する反

論 

（１）被告は、「入倉・三宅式（２００１）は、震源断層の断層すべりが不均質である

ことを前提に、震源断層の大きさや強震動を出す領域の大きさを評価する式であ

る」旨を主張する。 

（２）しかし、この被告主張は、入倉・三宅式と、入倉・三宅（２００１）の論文全体

の趣旨を混同した議論であると言わざるを得ない。 

 確かに、入倉・三宅（２００１）（甲９６）の論文の全体としては微視的パラメ

ータとしての不均質性についての論述がある。しかし、原告らが問題にしている

「入倉・三宅式」は、入倉・三宅（２００１）の論文中、巨視的パラメータである

断層面積と地震モーメントとの間の経験式として与えられているものである。こ

の経験式の基になったデータセットが震源インバージョンによるものではないこ

とは、原告ら準備書面（２０）、第２、１で主張しており、被告も第１９準備書面、

第２、２で認めている。 

また、入倉・三宅式が「震源断層の大きさや強震動を出す領域の大きさを評価す
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る式である」という被告主張は端的に誤りである。震源断層の大きさから、地震モ

ーメントを算出する式である。 

被告の、入倉・三宅式が震源断層の断層すべりが不均質であることを前提に、震

源断層の大きさや強震動を出す領域の大きさを評価する式である、というまとめ

方は明らかにおかしく、被告の主張は当を得ない。 

 

第２  被告第１９準備書面、第２に対する反論 

 

１ 被告の主張と原告の行う反論 

 被告第１９準備書面第２は、①「島﨑提言」等の著者である島﨑氏自身が、入倉・三

宅式（２００１）が震源インバージョンの結果を正当に表した正しい式であると証言し

ていること、②入倉・三宅式（２００１）による計算結果と震源インバージョンの結果

とが整合的であることが確認されており、同式のデータセットが震源インバージョン

に基づくものだけではないことを理由に、同式を批判する原告らの主張には理由がな

いこと、③入倉・三宅式（２００１）と震源インバージョンの結果の整合性を確認した

入倉（２０１４）において、検討対象とされた国内地震に係る断層面積についてトリミ

ングがされていないのは、その必要がなかったことを意味するものに過ぎず、これを理

由に、同式を批判する原告らの主張には理由がないこと、④熊本地震を震源インバージ

ョンによって解析している「久保ほか（２０１６）」及び「浅野（２０１６）」の震源

インバージョン解析結果が大きく異なることを理由に、震源インバージョンの問題点

を指摘する原告らの主張には理由がない、ことをそれぞれ主張する。 

 被告は、被告第１９準備書面第２の表題が「入倉・三宅式（２００１）が前提とする

「震源インバージョン」に問題がある・・」とするように入倉・三宅式と震源インバー

ジョンをことさらに結びつけ、震源インバージョンの合理性・有用性をもって入倉・三

宅式が合理的であることを補強しようとしているようである。しかしながら両者は全

く別なものである。我々も震源インバージョンの手法については一定の評価をするも
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のである。 

 以下まず震源インバージョンについてその内容を確認する。そして既に原告準備書

面（２０）第２、１で述べたように被告の「入倉・三宅式の震源断層面積Ｓは震源イン

バージョンによるデータである」との主張が誤りであることを確認する。そして、入倉・

三宅は、入倉・三宅式をつくるにあたり、破壊域と断層面積を同一視しているがその根

拠はないことを指摘する。その上で上記の被告主張①は、島﨑の見解はおそらく被告と

同じ誤解に基づくものであることを説明する。また被告主張②び③は破壊域と断層面

積を同一視する誤った前提に立つ等その主張自体失当であることを示す。さらに被告

主張④については、震源インバージョンによる破壊域は解析者によって数字が大きく

異なり、そのように大きく異なりうる数字の一部を取り上げて入倉・三宅式という関係

式の正当性を検討することの問題点を指摘する。 

２ 震源インバージョンと入倉・三宅式との関係 

（１）震源インバージョンとはなにか 

 震源インバージョンとは、地震観測記録を用いて、実際に起きた地震における地

下の断層面の動きを把握する手法の一つである。 

 震源が動くと地震波が生じ、各地に地震波が到達する。震源インバージョンは、

複数の観測地点で得られた地震波の観測記録に基づき、仮定した断層面の各地点

において生ずるすべり量及びすべりの方向等の地下の震源の動きを逆解析（これ

を「インバージョン解析」という）によって求め、それらの結果から震源断層を推

定するという手法である。 

震源インバージョンの研究がされるなか、大地震時の断層運動は、一様ではな

く、震源断層面上のすべり分布は不均質なことがわかり、さらに、地震災害に関係

する強震動の生成は断層運動の不均質性によることが明らかになってきたとされ

る（甲９６、８５２頁左欄）。 

震源インバージョンではまず、断層面積を仮定した上で、震源断層面上のすべり

分布を求める。すべり分布では断層面を分割した小断層（要素断層）ごとのすべり
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量が示される。そして Somervi11e et alの定義による破壊域を求める。破壊域と

は、一定以上のすべり量を示すものであるが、この破壊域を求めるために、トリミ

ングをすることになっている。 

震源インバージョンにおけるトリミングとは、震源断層面が実際の震源の破壊

領域よりも大き目に設定されるため、断層端部のすべり量が小さい領域を一定の

ルールに基づき除外することをいう。具体的には、断層端部の列又は行全体におけ

る要素断層当たりの平均すべり量が、断層全体の平均すべり量の０．３未満であれ

ば除外するというもので、Somervi11e et al(1999)により示された考え方である。 

また、断層面上で通常は強く固着していて、ある時に急にずれて地震波を出す領

域のうち周囲に比べて特にすべり量の大きい領域をアスペリティという（同８６

０頁右段）。アスペリティは通常、破壊域の１５～３０％であるとされている。 

（２）「入倉・三宅式」の震源断層面積Ｓは震源インバージョンによるデータである、

との主張の誤り 

 既に原告ら準備書面（２０）、８頁以下で、入倉・三宅式のデータセットは合計

５３あるところ、震源インバージョンによって得られたデータは１２であり、残り

の４１は震源インバージョンによらない従来の測地学的手法で得られたデータで

あること、従って「入倉・三宅式」の震源断層面積Ｓは震源インバージョンによる

データである、とすることは誤りである、と指摘した。 

 この原告らの具体的に根拠を示した主張に対して、被告は全く反論できていな

い。原告らの正当な主張を肯定せざるを得ないのである。 

 以上からすれば入倉・三宅式のデータセットの８割弱は測地学的手法によるに

より得られたものである。この観点からすれば、入倉・三宅式は基本的には測地学

的手法によって得られた断層面積と地震モーメントとの関係式であるということ

はできるかもしれないが、震源インバージョンから導かれる震源断層面積（以下破

壊域という）と地震モーメントの関係式ということは明らかに誤りである。 

（３）破壊域と震源断層面積との関係 
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 入倉・三宅は、入倉・三宅式という断層面積から地震モーメントを導き出す関係

式を設定する際に、破壊域と震源インバージョンによらずに測地学的手法により

得られる断層面積（以下単に断層面積という）を同視していることになる。被告の

上記主張②及び③も破壊域と断層面積とが同一なものだという前提があってはじ

めて成立するものである。そこで両者が同一であるとの根拠はどこにも示されて

いないことを以下に示す。 

 入倉・三宅式を提唱した入倉孝次郎氏・三宅弘恵氏の「シナリオ地震の強震動予

測」（入倉・三宅（２００１）、甲９６）は、「この破壊域が断層面積に対応する

と考える」としている(甲９６、８６０頁右段)のみであり、「一致する」、あるい

は「同一である」とはしていない。 

同論文でその両者の関係について以下のように記述している（甲９６、８５２頁

右段）。 

「同一の地震について求められた Wells and Coppersmith(1994)と

Somervi11e et al(1999)の断層パラメータの比較が図２に示される」 

「断層面積（図２（e））は規模の大きい地震では良く一致しているが、相対

的に規模の小さい地震では、ばらつきがみられる」 

すなわち、同一の地震について、Wells and Coppersmith(1994)は測地学的手法

で断層面積を得ており、Somervi11e et al(1999)は震源インバージョンによって

破壊域を得ている。その数字の比較図２に示されており、次頁に示す図２（ｅ）か

ら入倉・三宅（２００１）は上記の評価をしている。つまり、相対的に規模の小さ

い地震では、ばらつきがあること（一致しないこと）を入倉・三宅（２００１）自

身が認めている。しかし「規模の大きい地震ではよく一致している」とも言えない

のである。 
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右図（甲９６、８５３頁、図

２（ｅ））は、Wells and 

Coppersmith(1994)（甲１５

０ ） と Somervi11e et 

al(1999)（甲１６１）が同一の

地震について出した断層面積

と破壊域を対比したものであ

るが、対数グラフであるため、

相違がかならずしもわかりや

すくない。それぞれの文献で

断層面積や破壊域の具体的数

値が示されているので、これらを通常目盛りで示したものが次頁図である。このう

ち数値を示した３個の地震データはまさに相対的に規模が大きいものといえる。

横軸（Somerville et al.(1999)）と縦軸（Wells and Coppersmith(1994)）を比較

すると、一番右のデータは４２７５と１６２８で２．６倍、右から２番目のデータ

は１２８７と６６０で２．０倍、右から３番目のデータは１０３５と７４４で１．

４倍というように、大きく違っている。すなわちこれらのデータでは、Somerville 

et al.の規範による破壊域は、Wells and Coppersmith(1994)の断層面積の２．６

倍、２．０倍あるいは１．４倍となっているのである。Somerville et al.の規範

による破壊域がはるかに大きく、両者が一致するとは到底いえないのである。 
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 原子力規制委員会の元委員長代理である島﨑邦彦氏は、入倉・三宅式を使って事

前に設定できる断層の長さや断層の面積から地震モーメントを求めると、どうし

ても過小評価になってしまうとし、震源インバージョンによる震源断層面積は、事

前設定される断層面積よりも一般的に大きくなる、として（甲１６８、２２頁）、

従前から用いられている断層面積と、震源インバージョンによって求められたと

する（震源）断層面積（破壊域）には相違があることを指摘している。 

また、後述の熊本地震に関する震源インバージョンによって求めたとする破壊

域ないし仮定の断層面積（破壊域）は、震源インバージョンの手法によらずに得ら

れた Aitaro Kato 他の断層面積に比べると、１．８倍から３．０５倍となってい

る。この相違は、上記の Wells and Coppersmith(1994)の断層面積と Somervi11e 

et al(1999)の破壊（領）域との相違ともよく合致している。 

以上から、従来の断層面積と震源インバージョンによって得られるとされる破

壊域とが一致せず、後者がはるかに大きいことは明らかである。 

３ 被告主張①島﨑氏の証言について（被告第１９準備書面、第２、１） 

原告らは、島﨑氏の見解のすべてに賛成するものではなく、入倉・三宅式を用いる

と断層面積の過小評価となること、既に起きた地震の観測記録の震源インバージョン

によって得られる破壊域は、地震観測記録のない段階で地震モーメントを求める関係
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式に用いることは妥当ではない、とする点に賛意を表しているのである。我々が島﨑

氏の証言の理由を忖度することは相当ではないが、被告もいうように、入倉・三宅式

は震源インバージョンのデータによって得られた関係式であるとの誤った見解に島﨑

氏も立っているのではないかということが、「それぞれの式は、しかるべきデータに

基づいて作られている」「入倉・三宅式は震源インバージョンをした結果に対して式

として正当に評したものです」という発言からうかがわれる。 

４ 被告主張②破壊域を用いること（被告第１９準備書面第２、２） 

被告は、入倉・三宅式で参照された地震データの震源断層面積Ｓは、いわゆる震源

インバージョン等に基づくものであると主張したとする。上記のように震源インバー

ジョンによる破壊域は５３のうち１２で２割強にすぎず、入倉・三宅式で参照された

地震データは基本的には震源インバージョンによる破壊域だ、と表現することの誤り

は既に指摘した。 

さらに被告は、１９９５年以降国内で発生した最新の１８個の内陸地殻内地震など

の震源インバージョン結果によるパラメータの推定からは、Ｍｗ６．５以上で入倉・

三宅式（２００１）とよく一致することが確認された、などとする。しかし、これは

破壊域と断層面積を同視し、入倉・三宅式に破壊域を断層面積として用いた場合得ら

れた地震モーメントは整合的であったとする趣旨と思われる。しかし破壊域と断層面

積と同視する根拠は何ら示されておらず、両者は同視することができないことは既に

示した上記の確認は誤った前提にたつものであり、それ自体誤りである。 

また内陸地殻内地震は非常に周期が長く、多くの断層においてはそれが引き起こし

た地震の観測記録がない。本件原発で想定している震源断層においてもしかりであ

る。したがって観測記録から震源インバージョンを行うことは不可能である。したが

って破壊域を得ることもできない。地震観測記録から震源インバージョンをして得ら

れた破壊域をもって入倉・三宅式の検証をしてみたところで、地震観測記録がないた

め測地学的に得られる断層面積から地震モーメントをえる場合に入倉・三宅式を用い

る合理性の判断には何ら役に立たないのである。 
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５ 被告主張③仮定による断層面積(破壊域)の問題（被告第１９準備書面第２、３） 

原告らは、上記の各震源インバージョン結果から得られた破壊域なるものについ

て、個別に検討したところ、そのほとんどにおいてSomervi11eの規範によるトリミン

グがなされてないこと、すなわち破壊域は求められていないことを指摘した。この指

摘に対して被告は否定することができず、「実際にトリミング(切り取る)必要はなか

ったということになり、結果的に震源断層面積が変わらなかったということは当然あ

りうるところである」「断層面積を削減する（トリミングする）必要がなかったとい

うことを意味するものにすぎない」と居直りともとれる主張をする（被告第１９準備

書面、２５頁、２６頁）。 

Somervi11eの規範によるトリミングができないのは、当初の仮定による断層面積が

狭すぎたことを示すものである。トリミングできるように仮定をし直した上で、トリ

ミングを行った場合得られる破壊域は、当初の仮定による断層面積を上回ることは当

然ありうるのである。つまり当初の仮定による断層面積は破壊域の一部にすぎない可

能性が大である。 

震源インバ―ジョンによって震源活動の分析をする場合、すべりのすくない周辺部

を含まなくても、結果に与える影響は小さいのかもしれない。しかしここでも問題に

するのは、震源インバージョンの結果の信用性ではない。断層面積から地震モーメン

トを導く入倉・三宅式が正当かどうかを検証する場合、仮に破壊域を用いるとしても

その破壊域の一部にすぎない可能性が大きいものを用いることは方法論的に誤りとい

うほかはない。 

６ 被告主張④熊本地震（被告第１９準備書面第２、４） 

熊本地震の震源インバージョン結果と入倉・三宅式の合理性との関係では、既に述

べたように破壊域をもって入倉・三宅式に用いようとしている事、ほとんどが破壊域

そのものを求めておらず仮定による断層面積（破壊域）しか得られていないことの問

題点がそのまま妥当する。 

また震源インバージョンの現時点での信用性については、最新の多数の地点による
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観測体制、最新の観測機器・設備をもってしても解析者によって破壊域ないし仮定に

よる断層面積（破壊域）が相当に異なること、すべり分布図が同一の地震と思えない

ほど相違していること、の問題点を指摘した。 

そしてこのように解析者によっておおきなばらつきのある破壊域あるいは仮定によ

る断層面積(破壊域)の数字をもって入倉・三宅式という関係式の正当性の検証するこ

とも重大な問題があることを指摘する。 

 

第３ 「レシピ」に係る被告主張に対する反論 

 

１ 川内原子力発電所の地震動評価の容認は「レシピ」の一部改変なのか 

（１）被告主張の確認 

被告は、準備書面１９の２９頁～３０頁にかけて、 

「川内原子力発電所の地震動評価は、同発電所の地域の地震観測記録を用い

た独自のものであって、推本レシピの一部を改変したものではないから、原子

力規制委員会が上記地震動評価を容認したことは、推本レシピの一部のみを

改変すべきではないとする被告の主張と何ら矛盾するものではないこと」 

とゴチックで主張をまとめている。これをみると、あたかも原告が「川内原子力発

電所の地震動評価は同発電所の地域の地震観測記録を用いた独自のものであって、

推本レシピの一部を改変したもの」と主張しているかの如くに「まとめ」て、その

上で川内原子力発電所の事例は「推本レシピの一部のみを改変したものではない

から」「推本レシピの一部のみを改変すべきではないとする被告の主張と何ら矛盾

するものではない」という。 

しかし、原告らは一度も「レシピの一部改変」を主張したことはない。 

（２）原告らの主張の確認 

原告らは、第２０準備書面、２１頁で主張しているように、地震動審査ガイドに

は、断層面積が地震モーメントを算出するにあたって「入倉･三宅式」を用いるべ
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きとは書かれていないし、「武村式」の方が日本の地震特性を反映させているし、

基準地震動を安全側に策定することができるのであるから、地震動策定に「武村式」

を用いるべきであること、また、川内原子力発電所１、２号機の基準地震動の策定

に「入倉･三宅式」ではない独自の観測記録を用いたことを原子力規制委員会も認

めているのであるから、「武村式」を採用することに支障はないことを主張してい

る。 

被告はこれら原告らの主張に対して真正面から反論していない。 

（３）被告が議論を避ける理由 

被告は、真正面から反論しないばかりかそれから逃げるために、「武村式」の採

用ができないことを、それを採用することは「レシピの一部改変」と歪曲して議論

の内容に入ることを避けること、加えて、川内原子力発電所の件は「レシピ」では

ない独自の地震動評価を採用したので「レシピ」とは関係がないとして、逃げだし

ている。 

ここで問題となっているのは、「入倉・三宅式」の件も川内原子力発電所の件も

地震動評価の件だけであって、とりあえずは「レシピ」の他の個所に影響が及ぶこ

とではない。にもかかわらず被告は頑強に抵抗するのは、「レシピ」を盾に闘う方

が有利と考えてのことと考えられる。 

被告のこの論争の仕方が「レシピパッケージ論」として主張されている。 

（４）「レシピパッケージ」論の批判 

ア 被告の「パッケージ」論 

「推本レシピがいわば一つのパッケージであって、その一部のみを改変すべ

きでない理由は、推本レシピが多数の地震学の専門家によって取りまとめら

れた一連の評価手法として、観測記録との整合性が検証されたものであり、そ

のように一連の評価手法の一部を改変して用いれば、検証された観測記録と

の整合性が失われることとなってしまうからである。 

すなわち、推本レシピは、パラメータ間の関係式を用いながら多数のパレメ



- 18 - 
 

ータが設定された一連の地震動評価手法であり、各パラメータが複数のパラ

メータと相関関係を持っている（乙第８７号証・４４ページ付図２）。」（被告

１９準備書面、３０頁） 

イ 観測記録との整合性が検証された評価手法ではないこと 

 震源断層を特定した地震の強震動予測手法（レシピ）は、特性化震源モデル

を設定し、地下構造モデルを作成し、強震動計算をし、さらに予測結果の検証

を予定している（乙８７、目次参照）。文字通り強震動予測は、この強震動計

算によってなされるが、レシピ自体がその予測結果が当然正しいものとはし

ておらず、検証を求めている。活断層で発生する地震の強震動予測結果に対す

る検証では、３つの検証方法を予定している。その第３が、観測波形記録との

比較である。１９９７年以降観測網の充実により、強震動予測結果の時刻歴波

形と観測記録を比較検証することが可能となったが、時刻歴波形の最大値、継

続時間、周期特性やスペクトル特性がある程度説明できることをもって検証

と位置付ける。そして計算結果が相違する場合、これを観測波形に合わせるた

めには、微視的震源特性や地下構造モデルについて検討しなおすことが必要

となる、としている。 

 すなわち、レシピ自身が、観測記録の検証によって計算結果が相違すること

を想定している。すなわち、観測記録との整合性が検証された評価手法という

被告の主張の誤りはあきらかである。したがって「そのように一連の評価手法

の一部を改変して用いれば、検証された観測記録との整合性が失われる」との

主張も、観測記録との整合性そのものが確認されていない以上誤りというほ

かはない。 

 被告は、「それが観測記録とも整合するということが、地震調査委員会によ

る検証の結果、確認されている」（３０頁）とするが、この根拠が具体的に指

摘されれば、それが事実ではないことを示す予定である。 

ウ 関係式の他の式への置き換えについて 
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被告は「推本レシピは、パラメータ間の関係式を用いながら多数のパラメー

タが設定された一連の地震動評価手法であり、各パラメータが複数のパラメ

ータと相関関係を持っている」「上記の相関関係を無視し、一部の関係式を他

の式に置き換えた場合、パラメータ間の相関関係が失われ、地震動評価手法と

しての科学的合理性が失われてしまう」とする（３１頁、３２頁）。 

前者は正しいといえるが、後者は誤りである。レシピは多数の計算式の集合

体ともいえる（乙８７号証、４４頁付図２）。それぞれの関係式はそれぞれの

パラメータを合理的に導くことに意義がある。例えば、入倉・三宅式は断層面

積から地震モーメントを導くものである。より合理的に導く関係式が他にあ

るならば、それに置き換えることについては、何ら支障はない。 

乙８７、付図２をみると、計算過程の各段階で使用する計算式が掲示されて

いる。たとえば、「地震モーメントＭ０」を算出する過程をみると、「（２）（３）

（４）」という計算式が書かれている。因みに、（２）番は入倉・三宅式である。

この（２）番に武村式を代入すれば、経験式が異なるから計算結果の数値は変

わる。また、「加速度震源スペクトル短周期レベルＡ」の算出に（１２）式が

書かれている。この（１２）式は「壇ほか式」であるが、この式の代わりに「片

岡ほか式」を使用すると、この「付図２」の中央上にある「長大な断層」との

記載は不必要になり、その上の「Somerville et al（1999）、×約２２％」と

の記載も不必要になる。 

その意味では、地震モーメントや短周期レベルの数値は変わるが、この「付

図２」全体が変わるわけではない。原告らがこれまで主張しているように、地

震動について「入倉・三宅式」の過小評価及び「壇ほか式」の加速度について

の過小評価が改善されて正しい基準地震動等が求められているのであるから

望ましいことである。 

このような知見の結果によって「入倉・三宅式」が「武村式」に改められる

ことは将来十分ありうるわけであるが、被告はこのような望ましい事態をパ
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ッケージ論でもって、「一切変更するな」と主張するのであろうか。 

しかし、この態度は「レシピ」自身がその前文において否定している。念の

ため下記に引用する。 

「また、「レシピ」は、震源断層を特定した地震を想定した場合の強震動

を高精度に予測するための「誰がやっても同じ答えが得られる標準的な

方法論」を確立することを目指しており、今後も強震動評価における検討

により、修正を加え、改訂されていくことを前提としている。」（乙８７、

１頁） 

以上から、「レシピ」について現在地震動評価で採用している「入倉・三宅

式」を武村式に置き換えるのは、より正しい経験式を「レシピ」は採用するの

であるから、何の支障もないどころか、「レシピ」の上記引用した性格がその

言葉どおりに発展することであるなら、川内原子力発電所の地震動評価が独

自の観測記録に基づく計算式を採用することが「入倉・三宅式」を採用するよ

り正しいと判断がされれば、その採用に何ら支障はなく、被告が主張するよう

なパッケージ論はなんら根拠を有するものではありえない。 

なお、被告は同書面３０頁の「（３） 小括」で、「推本レシピがいわば一つ

のパッケージであって、その一部のみを改変すべきではないとする被告の主

張と何ら矛盾するものではない」と述べるが、原告らは「一部改変」を主張し

ているものではないから、被告のまとめは的外れである。「パッケージ論」が

（２）式に「武村式」を、（１２）式に「片岡ほかの式」をそもそも採用でき

ないものであるとの趣旨であれば全くの誤りであるし、もし「レシピ」をその

ようなものと主張するのであれば、極めて不合理な主張である。 

２ 「壇ほか式」を推本レシピが採用することは科学的合理性を欠くという原告の主張

に対する被告の反論と原告からの再反論 

（１）原告らが、推本レシピが地震モーメントの増大に伴ってアスペリティ面積比が過

大になる現象を想定していること自体が「壇ほか式」の欠陥を如実に示していると
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の主張に対して、被告は、面積比が過大になることを想定しその対処法として別の

評価方法を定めているからレシピには合理性があるという。 

（２）具体的には、「レシピ」の「付図２」において２つのルートを定めていると被告

は主張している（レシピ自体の記載については後に述べる）。 

一つ目は、「壇ほか式」（レシピ（１２）式）とレシピ（１３）式を用いてアスペ

リティ面積比を求める手順としての（ａ）ルート（被告１９準備書面、３４頁の赤

線ルート）。 

二つ目は、地震モーメントの増大に伴ってアスペリティ面積比が増大する場合

に、「長大な断層」と付記され破線の矢印のとおり、アスペリティ面積比を約０．

２２の固定値に設定する（ｂ）ルート（同書面、３４頁の青線ルート）。 

（３）そして、この（ｂ）ルートが設定されている理由について、「地震モーメントが

相対的に大きくなる長大な断層について、既往の調査・研究成果と整合する適切な

パラメータを設定するためであり、推本レシピは、既往の調査・研究成果と整合す

るように、地震モーメントの大小等を考慮して、長大な断層については（ｂ）ルー

トを、そうでない断層については（ａ）ルートを適用するという形で、適切な評価

手法を選択するものとしている。」（同書面３５頁）と被告は説明している。 

つまり、長大な断層について「壇ほか式」をそのまま適用すると「既往の調査・

研究成果と整合」しない結果が出るために、「壇ほか式」を適用せず、「Somerville 

et al（1999）」に基づいて２２％とするということである。 

この説明では、「壇ほか式」の科学的内的必然性から２２％が出てくるのではな

くて、「壇ほか式」を否定して、外部から強引に「Somerville et al（1999）」の結

論を押しつけただけである。現実にはどうしているかについて、被告は参加人（関

西電力）の例を述べているが、参加人のやり方は、アスペリティ面積比が３０％を

超えない場合には「壇ほか式」を、超えた場合は２２％を採用しているという。他

社はどうしているのであろうか。「超える」という場合、「４０％」でも「５０％」

でもよいのであろうか。 
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（４）ところで、被告が主張している上記（ａ）ルート（ｂ）ルートはレシピ自体には

記載されていない。被告が勝手に作って書き入れている。 

「レシピ」（乙８７）の１２頁には下記の記載がある。 

 
ここで「長大な断層」とは上記の（ⅰ）の場合、つまり断層幅ばかりでなく平均

すべり量も飽和するような断層のことで、参加人が３０％とか言っているよりは

るかに長大な断層のことである。 

注目すべきは（ⅱ）の表現があること及び最後の「なお」書きで、断層幅のみが

飽和するような、すなわち第２ステージ（７．５×１０１８≦Ｍ０≦１．８×１０２０ 

（Ｎ・ｍ））の場合の断層についての設定方法については今後の研究成果に応じて

改良される可能性があると認めている。 

即ち、被告が主張するような（ａ）ルート、（ｂ）ルートが選択できるような話

ではなく、「壇ほか式」を適用して「非現実的なパラメータ設定」となったら、や

むをえず、「暫定的」にアスペリティ面積比を２２％にするなどの取扱いをせよと

いうものであって、正に「壇ほか式」が非科学的結果をもたらす式であることを認

＊円形破壊面を仮定せずアスペリティ面積比を２２％、静的応力降下量を３．

１ＭＰａとする取扱いは、暫定的に、以下のいずれかの断層の地震を対象とす

る。 

（ⅰ）断層幅と平均すべり量とが飽和する目安となるＭ０＝１．８×１０２０（Ｎ・

ｍ）を上回る断層。 

（ⅱ）Ｍ０ ＝１．８×１０２０（Ｎ・ｍ）を上回らない場合でも、アスペリティ

面積比が大きくなったり背景領域の応力降下量が負になるなど、非現実的なパ

ラメータ設定になり、円形クラックの式を用いてアスペリティの大きさを決め

ることが困難な断層等。 

 なお、断層幅のみが飽和するような規模の地震に対する設定方法に関しては、

今後の研究成果に応じて改良される可能性がある。 
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め、その非現実的な結果を回避するために定めた対処法であり、本来、科学式で解

決されなければならないのに、「壇ほか式」ではそれができないために定めた苦し

い対処法である。（ⅱ）については、「壇ほか式」を変更しない限り将来的にも解決

方法が見つかるめどがたっていないことが上記の「なお」書きで示されている。 

   被告は、面積比が過大になることを想定しその対処法として別の評価方法を定め

ているからレシピには合理性があるとするが、これはアスペリティを算出すること

自体を放棄した暫定的なものにすぎず、将来的にもこれに代わる計算方法の発見の

めどがたっておらず、これ自体不合理なものと言わなければならない。したがって、

「壇ほか式」が非科学的不合理な式であって、これを片岡ほかの式などに置き換える

しかないのである。 

 

第４ 「壇ほか式」は実際の地震観測データに整合するものであることが合理的に検証

されているとする被告の主張には理由がないこと 

 

１ 被告の主張 

被告は、「壇ほか式」が傾きを３分の１に仮定していることについて、①「傾きを３

分の１としたのは、地震の加速度フーリエスペクトルの短周期帯域の値（短周期レベル

と同義）が、地震モーメントＭ０の３分の１乗でスケーリングできるとの知見が他の研

究によって明らかになっていたためであり（甲第１６３号証・５３ページ〔左段下から

２１ないし１８行目〕）、上記の仮定自体に科学的根拠が存在する」と主張し（被告第１

９準備書面第４の１（２）・３７頁）、また、②「「壇ほか（２００１）」は、「壇ほか式」

がもとにした１２個の内陸地震のデータ（甲第１６３号証５４ページ図１(a)に〇で示

されたもの）に加え、他の実験観測データ（同図１）（ａ）に☆、■、□、◇、▽及び

△で示されたもの）についても、「壇ほか式」が整合することを示している」として、

傾きを３分の１に仮定した「壇ほか式」は地震データに基づく実態に即したものである

と主張し（被告第１９準備書面第４の１（２）・３７頁）、さらに、③原告らが、「壇ほ
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か式」が用いたデータから傾きを算出すると３分の１ではなく「０．２６１」となると

主張したことに対し（原告ら準備書面（２０）第４の２（２）ア・１５頁）、被告は、

「検証の対象とされた地震データのうち、科学的な根拠も示さず、その一部を取り出し

て算出することは、「壇ほか（２００１）」において、あえて多数の地震データを用い、

地震データと「壇ほか式」の整合性を幅広く検証した意義を没却する」ものであると主

張する（被告第１９準備書面第４、１（２）、３７頁）。 

２ 原告らの反論 

（１）①に対する反論（被告の主張に基づけば「壇ほか式」には適用範囲（Ｍ０＜７．

５Ｅ＋１０１８Ｎｍ）が存在すると考えられること） 

被告は、「壇ほか式」が傾きを３分の１に仮定していることについて、短周期レ

ベルが「地震モーメントＭ０の３分の１乗でスケーリングできるとの知見が他の研

究によって明らかになっていた」からであると主張し、「Frankel,1995」及び

「Brune,1970」の研究を、その科学的根拠付けとしている。 

しかしながら、「壇ほか式」が「片岡ほか式」とは異なり、地震データを前提に

最小二乗法で傾きを求めることなく、傾きを３分の１と「仮定」していることは明

らかであって、後述するように（本書面第６、２８頁）地震データと「壇ほか式」

が整合しているか明らかではないことからすると、「壇ほか式」の信頼性が高いも

のと言えようはずもない。 

また、後述するとおり（本書面第８、３１頁）、被告が「壇ほか式」が傾きを３

分の１にしていることの科学的根拠とする「Frankel,1995」及び「Brune,1970」か

らは、「壇ほか式」にはＭ０＜７．５Ｅ＋１０１８Ｎｍとの適用範囲が存在し、地震モ

ーメントがその範囲を超える場合は「片岡ほか式」が適用されるべきである。 

そして、本件原子炉について算出されている最大加速度の基礎となる地震モー

メントはＭ０＝５．０３×１０１９Ｎｍであり、「壇ほか式」の適用範囲を超えてい

ることから、本件原子炉において短周期レベルを算出するにあたっては、「片岡ほ

か式」を用いるべきである。 
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（２）②に対する反論 

被告は、「壇ほか（２００１）」５４ページ図１(a)の「壇ほか式」を表す実線部

分の上下の破線の範囲内に地震データがおおむね収まっているように見えること

から、「壇ほか式」が地震データと整合している旨、主張しているものと思われる。 

しかしながら、上記破線の範囲内、すなわち、「壇ほか式」による短周期レベル

の０．５倍から２倍の範囲内に地震データがおおむね入っていることから、何故、

「壇ほか式」が地震データと整合しているといえるのかは明らかでなく、上記被告

の主張は合理的根拠に欠けるものである。 

（３）③に対する反論 

被告は、「壇ほか式」は、「壇ほか式」が基にした地震データに加え、他の実際の

地震観測データにも整合していることが検証されているとして、原告らが「壇ほか

式」が基にした地震データから最小二乗法を用いて経験式の傾きを算出すること

は、「壇ほか（２００１）」が地震観測データと「壇ほか式」の整合性を幅広く検証

した意義を没却すると批判する（被告第１９準備書面第４、１（２）、３７頁）。 

しかしながら、「壇ほか（２００１）」においては、「壇ほか式」と各地震観測デ

ータとの整合性が厳密に検証されているわけではなく、「壇ほか式」と地震観測デ

ータが示された図（甲第１６３号証、５４頁左上図１(a)）において、地震観測デ

ータがおおむね「壇ほか式」に沿っていることを確認しているだけである。現に、

「壇ほか（２００１）」においても、「図より
、、、

、既往の研究で用いられている震源モ

デルの短周期レベルは（３）式 1による値とほぼ対応
、、、、

していることがわかる。」（甲

第１６３号証、５３頁右段１５行目から１６行目。傍点は引用者）、「図より
、、、

、これ

らの地震の短周期レベルは、モーメントマグニチュードが４～７の広い範囲で（３）

式 2による値とほぼ対応
、、、、

していることがわかる。」（甲第１６３号証、５３頁右段下

から２行目から５４頁左段上から１行目。傍点引用者）との記載があることからも、

                                            
1 「壇ほか式」 
2 「壇ほか式」 
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「壇ほか（２００１）」において、「壇ほか式」と各地震観測データとの整合性が厳

密に検証されていないことは明らかである。 

ここで、各地震観測データが経験式に厳密に整合しているというためには、各地

震観測データの平均値が経験式上にあることが必要となるところ、原告らは、「壇

ほか式」の前提となる地震観測データを用いて最小二乗法によりその平均となる

経験式の傾きを算出したところ、その値が３分の１とは乖離した「０．２６１」と

なったと主張しているのである。本来であれば、この「０．２６１」の傾きの経験

式と他の地震観測データとの整合性を検討すべきところ、「壇ほか式」は傾きを３

分の１に仮定した上、他の地震観測データとの整合性についても、経験式と地震観

測データとの図からおおむね対応していることを確認しているのみである。 

以上からすると、原告らが「壇ほか式」が前提として地震データを取り出して傾

きを算出することは、それらのデータと整合する経験式を求めるという点では意

味のあることであり、また、被告は、「壇ほか（２００１）」が多数の地震データと

「壇ほか式」の整合性を幅広く検証しているものとするが、この点についても上述

のとおり、「壇ほか（２００１）」においては、多数の地震データと「壇ほか式」の

整合性を幅広く検証しているとは到底言えないことは明らかである。 

 

第５ 「壇ほか式」が用いた地震データのうち入倉・三宅式（２００１）が有効な領域で     

あるデータから地震モーメントと短周期レベルを求めた関係式の傾きが負になると

の原告らの主張に対し、このような関係式は、「壇ほか式」が関係式を導くために用

いた地震データとは異なる地震データに基づいて策定されたものとなる以上「壇ほ

か式」とは全く異質なものであって、同式の当否を論ずる根拠とはなり得ないとす

る被告の主張には理由がないこと 

 

１ 被告の主張 

原告らは、「「壇ほか式」の前提となる観測データセットにつき、「入倉・三宅式」が
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有効な領域であるＭ₀＞７．５Ｅ１８（Ｎｍ）を充足する観測データに限って最小二乗

法を適用すると、その傾きは負の値をとり、地震モーメントが大きくなると短周期レベ

ルが下がるという矛盾を生じる。」との主張に対し、被告は「「壇ほか式」は、地震モー

メントＭ０が３．５×１０１７から７．５×１０１９Ｎｍの範囲の内陸地震データを用いて、

地震モーメントと短周期レベルの関係を示す式を策定したものであるところ、上記内

陸地震データのうち入倉・三宅式（２００１）が有効な領域（上記のＭ０が７．５×１

０１８Ｎｍ以上）におけるデータのみに基づいて、地震モーメントと短周期レベルの関

係式を策定すれば、「壇ほか式」が関係式を導くために用いた地震データとは異なる地

震データに基づいて策定されたものとなる以上、このようにして策定された回帰式が

「壇ほか式」とは全く異質のものであることは明らかであって、このような式は「壇ほ

か式」の当否を論ずる論拠たり得ない」と主張する（被告第１９準備書面第４、２（２）、

３８頁から３９頁）。 

２ 原告らの反論 

しかしながら、そもそも短周期レベルとは、震源特性のうち、強震動に直接影響を与

える短周期領域における加速度震源スペクトル（加速度震源スペクトルとは、観測記録

から増幅特性及び伝播特性の影響を取り除き、震源特性に対応した地震波の加速度ス

ペクトルをいう。）のレベルのことを指し、地震モーメントが増加すると、当然に短周

期レベルも増加することになる。 

かかる理は、どの範囲の地震データの集合についても成り立つ法則性であって、地震

データのうち入倉・三宅式（２００１）が有効な領域（Ｍ₀＞７．５Ｅ１８（Ｎｍ））に

おけるデータのみに基づいて、地震モーメントと短周期レベルの関係式を策定したと

しても、地震モーメントが大きくなると短周期レベルが下がるという重大な矛盾が生

じるはずもなく、上記被告の主張は理由がない。 

 

第６ 「壇ほか式」の適用範囲のデータであっても、アスペリティ面積比が１を超えるこ

とがある旨の原告らの主張は、推本レシピに規定された経験式に従わずに算出され
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た数値を根拠とするもので「壇ほか式」が不合理であることの根拠とならないとの

被告の主張が理由のないこと 

 

１ 被告の主張 

 被告は、原告らが、「壇ほか式」の適用範囲内であっても福井地震のようにアスペリ

ティ面積比が１をこえることがあると主張（準備書面（２０）、３（２）ア（ア）ｄ（２

２頁））したことに対し、原告らの地震モーメントに関する計算が推本レシピに規定さ

れた計算式に従って算出されたものではなく、「壇ほか式」が不合理であるとの理由た

り得ないと主張する。 

 具体的には、原告らが福井地震のアスペリティ面積比を求めるにあたり、断層面積Ｓ

＝３００㎢、地震モーメントＭ０＝２．１Ｅ＋１９Ｎｍとの値を用いていると考えられ

るところ、推本レシピにおいては断層面積が３００㎢の場合、Somerville et al式、

又はレシピ（３）（入倉・三宅式）が用いられ、これらの式を用いて算出される地震モ

ーメントはおおよそ「５Ｅ＋１８Ｎｍ」となり、原告らが算出した「２．１Ｅ＋１９Ｎ

ｍ」とは異なる。すなわち、原告らの計算は、基本となる地震モーメントの値を推本レ

シピに規定された経験式に従って算出していないものである（被告第１９準備書面、第

４、３（３）、４０頁から４１頁）。 

２ 原告らの主張 

被告は、福井地震の断層面積が３００ｋｍ２であることから、地震モーメントを算出

するにあたっては、Somerville et al式、又はレシピ（３）（入倉・三宅式）が用いら

れるべきであり、これらの式を用いていない原告らが主張する地震モーメントを根拠

に「壇ほか式」を批判することはできないとする。 

 しかしながら、原告らが主張する地震モーメントは実測値である。原告らは、「入倉ほ

か（２０１４）」（乙５７）が修正した福井地震のデータ（菊池ほか（１９９９））（断層

面積Ｓ＝３００ｋｍ２、地震モーメント実測値Ｍ０＝２．１Ｅ+１９［Ｎｍ］）を用いて、

アスペリティ面積比が１を超えると主張しているのである（原告ら準備書面（２０）３
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（２）ア（ア）ｄ（２２頁））。 

上述の被告の反論は、福井地震の地震モーメントについて、実測値よりも推本レシピ

に規定された計算式に従って算出された値に基づきアスペリティ面積比を算出すべき

とするものである。 

このような被告の主張は、現実に起こった地震の実測値よりも、その実測値の平均を

取った経験式により求められた値を優先させるとするものであり、極めて不合理であ

る。それぞれの計算式（経験式）は抽象的に理論値を求めようとするものではない。現

実の値に近いものを求めようとするものである。実測値があれば計算式によって得ら

れた値より実測値を採用することはあまりに当然である。特に、福井地震の地震モーメ

ント実測値は、経験式である「入倉・三宅式」により導かれる数値の約４．２倍も大き

いものであって、このように経験式から求められる値を大きく超える実測値を無視す

べきとする被告の主張は原子炉等規制法を始めとする諸法令の趣旨に反するもので明

らかに失当である。 

 

第７ 「壇ほか式」はアスペリティ面積比そのものを求める経験式ではなく、アスペリテ

ィ面積比が過大な値になるのは他の経験式との組み合わせによるものであって、「壇

ほか式」の法則的傾向ではないとの被告の主張に理由がないこと 

 

１ 被告の主張 

  被告は、「壇ほか式」を用いた際にアスペリティ面積比が過大な値になる場合がある

のは、他の経験式との組み合わせによるものであって、「壇ほか式」がその式の中に本

質的に持つ法則的傾向などというものではないと主張する（被告第１９準備書面第４、

４（２）、４１頁から４２頁）。 

２ 原告らの主張 

原告らは、第２０準備書面２４頁脚注の注２において、「壇ほか式」が法則的傾向と

して、アスペリティ面積が断層面積に対する比が大きくなることを示した。 
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すなわち、「壇ほか式」は「レシピ」（１２）であるところ、レシピの仮定を踏まえて

「レシピ」（１３）が導かれる。この「レシピ」（１３）式を用いてアスペリティ面積Ｓ

ａの断層面積Ｓに対する比γ＝Ｓａ／Ｓを定式化すると 

      γ＝ＫＭ０
１－２α 

となる。 

そして、「壇ほか式」においては、その経験式の傾きαは１／３であり、１／２より

も小さいため、上記式の右辺「ＫＭ０
１－２α」の指数は正の数となり、その結果、アスペ

リティ面積比γは法則的に増加する。被告は、「他の経験式との組み合わせによるもの

であって、「壇ほか式」がその式の中に本質的に持つ法則的傾向などというものではな

いと主張する」するが、レシピでは「壇ほか式」から、アスペリティ面積比γは法則的

に増加することになるのである。 

したがって、アスペリティ面積比は地震モーメントが増大するに伴って、大きくなり、

その結果、必然的に断層面積を超えるという矛盾が発生する。 

被告は、かかる矛盾が発生しても、その「対処法」を定めたから問題ないとするが、

そもそも「レシピ」（１３）式から導かれた上記式において、「壇ほか式」はアスペリテ

ィ面積比が１を超えるという矛盾が必然的に発生する経験式など、その合理性は認め

られないことは当然ではあるまいか。 

念のため、原告ら準備書面（２０）２４頁脚注の注２を以下引用する。 

「アスペリティ面積の半径を表すレシピ（１３）式を用いてアスペリティ面積Ｓａ

の断層面積Ｓに対する比γ＝Ｓａ／Ｓを定式化すると次の形の式になる 

             γ＝ＫＭ₀１－２α 

ここで、Ｋは定数であり、αは「壇ほか式」や「片岡ほか式」で短周期レベルを

Ａ＝ＣＭ０
αと表したときの「べき指数」である。 

この式から１－２α＝０（α＝１／２）のときγ＝Ｋとなって一定値をとり、１

－２α＞０（α＜１／２）ならγはＭ０が増加すると増加し、１－２α＜０（α＞

１／２）ならγ＝Ｋ／Ｍ０
２α－１となって減少することが分かる。「壇ほか式」では、
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α＝１／３＜１／２なのでγは法則的に増加するが、「片岡ほか式」ではα＝０．

５１または０．５７なので法則的に減少する。 

それゆえ、「壇ほか式」を用いると、アスペリティ面積は必然的に断層面積を超

えて矛盾が起こるという、そのような性質が「壇ほか式」には内在しているのであ

る。」 

 

第８ 「壇ほか式」には適用範囲（Ｍ０＜７．５Ｅ＋１０１８Ｎｍ）が存在すると考えられ

ること 

 

１ 被告の主張に基づけば「壇ほか式」には適用範囲（Ｍ０＜７．５Ｅ＋１０１８Ｎｍ）が

存在すると考えられること 

被告は、「壇ほか式」が傾きを３分の１に仮定していることについて、短周期レベル

が「地震モーメントＭ０の３分の１乗でスケーリングできるとの知見が他の研究によっ

て明らかになっていた」からであるとする。 

これは、「壇ほか（２００１）」（甲第１６３号証）において、「ω-2の震源スペクトル

（Aki,196715）;Brune,197016）など）で、臨界円振動数ωｃがＭ０
－１／３に比例するとした場

合に対応」（甲第１６３号証、５３頁（左段下から１８ないし１６行目））しているとの

記載があることから、被告は、「Brune,1970」の研究を、「壇ほか式」が傾きを３分の１

としていることの科学的根拠付けの一つにしているものと考えられる。 

この点、「Brune,1970」においては、「臨界円振動数ωｃがＭ０
－１／３に比例する」とさ

れており、臨界円振動数と地震モーメントの関係式（以下「Brune の式」という。）と

して、次の式が成り立つとされている（甲第１７２号証：「Brune,1970」）。 

ωｃ＝ｃｏｎｓｔ×（Δσ）１／３／Ｍ０
１／３ 

   （ωｃ：臨界円振動数、ｃｏｎｓｔ：定数、Δσ：応力降下量） 

この関係より、「Brune,1970」においては「臨界円振動数ωｃがＭ０
－１／３に比例する」

とされていることから、「Bruneの式」の（Δσ）はＭ０の値によらず一定値を取ること
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になる 3。 

さらに、「壇ほか（２００１）」（甲第１６３号証）において、「Brune,1970」と並び、

「壇ほか式」が傾きを３分の１としていることの科学的根拠付けの一つとされている

「Frankel(1995)」（甲第１７３号証：「Frankel(1995)」）においても、（Δσ）はＭ０の

値によらず一定値を取ることが明記されている（「I use an asperity rupture model 

where the rms stress drop averaged over the fault plane is constant with moment.

（断層面にわたって二乗平均した応力降下量は地震モーメントに関して一定値をとる

というアスペリティ破壊モデルを用いる）。」）。 

また、「片岡ほか（２００６）」においても、短周期レベル（Ａ）が地震モーメントＭ

０の３分の１乗に比例することと、応力降下量（Δσ）が一定値となることは同等であ

る旨記載されている（（甲１５７、７４５頁左側１５行目から１７行目）「ＡがＭ０
１／３

に比例する、すなわち応力降下量を一定とする」との記載）。）。 

そして、「強震動予測レシピ」（２２－２）式（乙８７）からすると、応力降下量（Δ

σ）が一定値となるのは、地震モーメントＭ０が断層面積Ｓの２分の３乗に比例する場

合である。4 

すなわち、被告が、「壇ほか式」が傾きを３分の１としていることの科学的根拠の一

つにしている「Brune,1970」及び「Bruneの式」によると、上記のとおり、短周期レベ

ルが地震モーメントＭ０の３分の１乗でスケーリング可能となるのは、地震モーメント

Ｍ０が断層面積Ｓの２分の３乗に比例する場合であることが前提となっている。 

これは、断層面積（Ｓ）と地震モーメント（Ｍ₀）との関係について、「Somervilleほ

か式」が妥当する場合であり、その適用範囲は、地震モーメントが１０１９Ｎｍ（７．５

Ｅ＋１０１８Ｎｍ）よりも小さい領域（以下「第１ステージ」という。）ということにな

                                            
3 「Bruneの式」であるωc＝const×（Δσ）1/3／M01/3を変形させると、Δσ＝const×(ωｃ/M0-1/3)3となり、ωcが

M0-1/3に比例する場合は、Δσは一定値となる。 
4Δσ＝const×Ｍ０／Ｓ３/２    （２２－２）式 
（Δσ：応力降下量、const：定数、Ｍ０：地震モーメント、Ｓ：断層面積） 
 以上の式を前提に、地震モーメントＭ０が断層面積Ｓの２分の３乗に比例する場合、上記式のＭ０／Ｓ３/２の部分がＳ３

/２で約分できることから定数となり、その結果、応力降下量Δσも定数となる。 
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る。 

以上より、被告の主張に基づけば「壇ほか式」には適用範囲（Ｍ０＜７．５Ｅ＋１０

１８Ｎｍ）が存在することになる。 

２ 地震モーメントが「Ｍ０＞７．５Ｅ＋１０１８Ｎｍ」（以下「第２ステージ」という。）

の領域においては「片岡ほか式」を用いるべきであること 

（１）「入倉・三宅式」、「武村式」から基本的に「片岡ほか式」を導くことができるこ

と 

ア 断層面積（Ｓ）と地震モーメント（Ｍ₀）との関係において、第２ステージ

において妥当するとされる「入倉・三宅式」または「武村式」について、「レ

シピ」（「震源断層を特定した地震の強震動予測手法」（乙第７３号証））の式等

を用いて、短周期レベル（Ａ）と地震モーメント（Ｍ₀）との関係に引き直す

と、原告らの主張する「片岡ほか式」に近い２分の１乗スケーリング則が導か

れる。5 

                                            
5１．前提となる式について 

まず短周期レベルは「片岡ほか（２００６）」より、次式で表される。 
A=4π2fc2M0 …（１）（甲第１５７号証） 

  そして、ｺｰﾅｰ周波数（fc）も「片岡ほか（２００６）」７４４ページ（１８）式を変形し、次の式で表される。 
fc=4.9×104β(Δσ)1/3 / M01/3…（２）（甲第１５７号証） 

  ここで応力降下量（Δσ）は次の式（「レシピ」（２２－２）式）によって表される。 
     Δσ=(7/16)π3/2 M₀/ S3/2…（３） 
  ２．「入倉・三宅式」または「武村式」から基本的に「片岡ほか式」が導かれること 

  「入倉・三宅式」または「武村式」は次式で表すことができる。 

Ｍ₀＝k S2（k＝5.562×1013（「入倉・三宅式」、k＝26.30×1013（「武村式」）…（５） 

 （５）式を変形すると次の式になる。 

     S ＝(M₀/k)1/2 
これを（３）式に代入すると、 

     Δσ= (7/16)π3/2 M₀/ ( (M₀/k)1/2)3/2 
           ＝(7/16)π3/2 M₀ / (M₀/k) 3/4 
      ＝ (7/16)π3/2 k3/4 M₀1-3/4 

            = (7/16)π3/2 k3/4 M₀1/4 
  さらに、これを（２）式に代入すると 

fc=4.9×104β[(7/16)π3/2 k3/4 M₀1/4]1/3 / M01/3 
＝4.9×104β[(7/16)π3/2 k3/4]1/3 M₀1/12/M01/3 

＝4.9×104β[(7/16)π3/2 k3/4]1/3 M0―1/4 

＝4.9×104β[(7/16) π3/2 k3/4 ]1/3／M01/4 

   これを（１）式に代入する。 
     A=4π2 {4.9×104β[(7/16)π3/2 k3/4 ]1/3／M01/4}2 M0 

＝4π2〔{4.9×104β((7/16)π3/2 k3/4 )1/3}2／M01/2〕M0 

＝4π2{4.9×104β((7/16)π3/2 k3/4 )1/3 }2×M0／M01/2 

＝[4×4.92 (7/16)2/3×108π3β2 k1/2]×M01/2 
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すなわち、少なくとも第２ステージにおいては基本的に「片岡ほか式」を用

いるべきであることが導かれる。 

イ 以上のとおり、入倉・三宅式または武村式から「レシピ」（２２－２）式等

を介すれば、短周期レベルに関して１/２乗スケーリング則が導かれ、それを

「基本的に片岡ほかの式」と呼んだが、以下では「レシピ」（２２－２）式等

の代わりに「レシピ」（１３）式を用いることでも、「片岡ほか式」が導かれる

ことを示す。 

まず、アスペリティ面積比γの式（原告ら準備書面（２０）第４．３（２）

イ脚注２「※説明」・２５頁脚注の最終行）γ＝ＫＭ０
１－２α；Ｋ＝（７／４）２

（πβ）４（ｋ／Ｃ２）について、Ｍ０を「武村式」で算出し、短周期レベルの

算出に「片岡ほか式」（横ずれ断層の場合）を適用すると次式が得られ、それ

をグラフ化する図のとおりとなる（Ｓ波速度β＝３．５ｋｍ／ｓのとき）。 

    γ＝１３１．８／Ｍ０
０．１４ 

右図からすると、アスペリテ

ィ面積比γはＭ０の増加につれ

てゆっくりと減少し、たとえば

Ｍ０＝５×１０１９Ｎｍでγ＝０．

２３という極めて妥当な値とな

る。 

逆にγとしてこの式を仮定す

れば、「武村式」から「片岡ほか式」（横ずれ断層の場合）が導かれることになる。 

他方、「武村式」に代えて「入倉・三宅式」を用いるとアスペリティ面積比γ

は０．０５程度の不合理な値にしかならない（図参照）。 

このことから、第２ステージにおいては「武村式」と「片岡ほか式」（横ずれ

                                            
   以上より、第２ステージにおいて、短周期レベル（A）はM01/2に比例することになり、「入倉・三宅式」または

「武村式」から基本的に「片岡ほか式」が導かれる。 
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断層）を用いるのが極めて合理的であると結論される。 

（２）第２ステージにおいて「壇ほか式」を用いた場合にアスペリティ面積比が１を 

超えるという矛盾が生じるが、「片岡ほか式」を用いた場合はこのような矛盾は生

じないこと 

前述のとおり、「壇ほか式」は第１ステージにおいてのみ適用され得る関係式で

あって、第２ステージにおいては「片岡ほか式」が適用されるべきであるが、この

ことは、第２ステージにおいて「壇ほか式」を用いた場合にアスペリティ面積比（γ

＝Ｓａ／Ｓ）が１を超えるという矛盾が生じることからも裏付けられる。 

例えば、福井地震においては、地震モーメントは実測値で２．１０×１０１９（Ｎ

ｍ）であり第２ステージに属することになるが、「壇ほか式」を用いて短周期レベ

ルを求め、さらに「強振動予測レシピ」（１３）式（乙第７３号証）を用いてアス

ペリティ面積比を求めると、その数値はγ＝１.０３（原告ら準備書面（２０）第

４の３（２）アｄの脚注１・２２頁）となって１００％を超えることとなる。なお、

被告は、このようにアスペリティ面積比が過大になる場合は、それを約２２％とす

る対応方針を推本レシピが定めていることから問題はないとする（被告第１６準

備書面５７頁から５８頁）。 

一方で、「壇ほか式」に代わり「片岡ほか式（横ずれ断層の場合）」を用いてアス

ペリティ面積比を求めると、その数値はγ＝０．２３１となり妥当な数値となり、

「壇ほか式」を用いた場合のようにアスペリティ面積比が過大になることはなく、

また、推本レシピが定めているようなアスペリティ面積比が過大となる場合の対

応方針を定める必要もない。 

以上のアスペリティ面積比が１００％を超えるという矛盾は、「壇ほか式」の適

用範囲でない第２ステージにおいて「壇ほか式」を用いたがために生じた矛盾であ

り、第２ステージにおいては「片岡ほか式」を用いればこのような矛盾は生じない。 

すなわち、「壇ほか式」の適用範囲は第１ステージのみであり、第２ステージに

おいては基本的に「片岡ほか式」が妥当する。 
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（３）小括 

以上のとおり、「壇ほか式」には適用範囲（Ｍ０＜７．５Ｅ＋１０１８Ｎｍ）が存在

することになり、その適用範囲を超える場合は「壇ほか式」ではなく「片岡ほか式」

を用いるべきである。 

 

第９ 本件各原発が火山対策に関連して設置許可基準規則６条１項に違反すること 

 

１ はじめに 

本件各原発は、火山対策に関連して、設置許可基準規則６条１項の「安全施設は、想

定される自然現象（地震及び津波を除く。次項において同じ。）が発生した場合におい

ても安全機能を損なわないものでなければならない。」との規定に違反する。 

２ 火山ガイドの要求 

上記設置許可基準規則６条１項に規定する「想定される自然現象」とは、敷地の自然

環境を基に、火山の影響から適用されるものを含む（解釈第６条、２）。 

原子力発電所の火山影響評価ガイド（平成２９年１２月）（甲１７４。以下「火山ガ

イド」という）は上記の火山の影響の適用に関する設置許可基準規則及び同解釈の具体

的内容を定めたものである。 

火山ガイドは、原子力発電所から半径１６０キロメートルの範囲の領域内にあるな

どの「原子力発電所に影響を及ぼし得る火山」が抽出されない場合は、当該原子力発電

所又はその周辺で観測された降下火砕物の最大堆積量を基に、降下火砕物の影響を評

価する、としている（火山ガイド、３）。 

降下火砕物は、「最も広範囲に及ぶ火山事象で、ごくわずかな火山灰の堆積でも、原

子力発電所の通常運転を妨げる可能性がある。降下火砕物により、原子力発電所の構造

物への静的負荷、粒子の衝突、水循環系の閉塞及びその内部における磨耗、換気系、電

気系及び計装制御系に対する機械的及び化学的影響、並びに原子力発電所周辺の大気

汚染等の影響が挙げられる。」などとされる（火山ガイド、６．１（１）（ａ））。「降下
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火砕物の影響評価では、降下火砕物の堆積物量、堆積速度、堆積期間及び火山灰等の特

性などの設定、並びに降雨等の同時期に想定される気象条件及び火山灰等特性に及ぼ

す影響を考慮し、それらの原子炉施設又はその付属設備への影響を評価し、必要な場合

には対策がとられ、求められている安全機能が担保されることを評価する」ことが求め

られる（火山ガイド、６．１（２））。 

そして、外気取入口からの火山灰の侵入により、非常用ディーゼル発電機機関の損傷

等による系統・機器の機能喪失がないことが求められている（火山ガイド、６．１（３））。 

３ 参加人関西電力の対応 

参加人関西電力は、大飯発電所への火山灰の影響を評価するにあたり、活動性の認め

られる火山のうち、最も早く火山灰が到達すると想定される大山（だいせん）を前提に

評価した。そして大飯発電所の堆積量（設計層厚）１０センチメートルと設定し、降灰

継続時間を２４時間と仮定して気中降下火砕物濃度約１．５ｇ／㎥を設定した（甲１７

５、平成２９年１１月福井県原子力安全専門委員会大飯発電所３、４号機の安全性向上

対策等に係るこれまでの審議のとりまとめ、３２頁、３３頁、甲１７６、平成２９年９

月２２日関西電力美浜・大飯・高浜発電所の安全性向上対策の実施状況について、２６

頁）。 

現在、参加人関西電力は、以下のように改良型フィルタを取り付け、取替作業をする

としている。すなわち大山において噴火があり、その１０分後降灰予報がなされてから

約１５分で３、４号機計１２名の人員の招集・準備を行い、非常用ディーゼル発電機の

吸気消音器室に改良型フィルタの取り付け作業等を約３０分で行い、噴火開始１時間

後の降灰開始に備える。そして降灰開始後約５０分後吸気フィルタの最大捕集量が到

来するところ、降灰開始後３０分弱の時点から３、４号機計１６名の人員により改良型

フィルタの取り換え作業を約２０分で行う、としている（甲１７６、２９頁）。 

４ 設置許可基準規則は許可の要件であること 

 設置許可基準規則は、設置許可の要件である。従って本来それは許可時において要件

を満たしていることが求められる。従って予想される気中降下火砕物濃度を上回る限
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界濃度を確保しなければならないのである。この限界濃度はフィルタの性能に関係し

て決まるが、関西電力の新たな評価は現時点ではまだ審査されていない。設置許可の要

件という観点からは、現状の施設・装備でその要件を満たしていなければならない。関

西電力は降灰が判明した後に改良型フィルタを取り付け、さらにその取り替え作業を

繰り返す、としているが、本件各原子力発電機において現時点でこの要件を満たしてい

ない以上、設置許可基準違反となるのである。 

 仮に降灰判明の後の改良型フィルタの取付取替を前提とした限界濃度でよいとして

も、このような短時間で取付取替作業がなされるのか疑問がある。常駐要員６４名であ

ったとしても、降灰予報後１５分で、火山灰対応要員１２名の体制で現場で取り付け作

業の開始ができるかどうか極めて疑問である（甲１７５、３３頁）。また改良型フィル

タの取り替え作業は、火砕物が降下する中でおこなわれることになる。降下火砕物が流

入する中で作業員が降下火砕物を吸引しないよう措置を講じながら、その降下火砕物

がフィルタなどに堆積を続けているという悪環境の中で、改良型フィルタ取替作業を、

取付作業約３０分よりも短時間の２０分でできるとしている。取替作業は閉止板を充

て、まず降下火砕物が堆積している改良型フィルタをはずし、新たな改良型フィルタを

とりつけるのである。降灰開始前の取付作業よりも降灰開始後の取替作業が短時間で

なされるとするが到底現実的とは思われないのである。 

５ 層厚、気中降下火砕物濃度が過少評価であること  

（１）はじめに 

火山ガイドは、上記のように「外気取入口からの火山灰の侵入により、非常用デ

ィーゼル発電機機関の損傷等による系統・機器の機能喪失がないこと」を求めてい

る。しかしながら、この関西電力の層厚及び気中降下火砕物濃度は過小評価であり、

この要件を満たしていることは確認されていない。 

 （２）大山との関係 

大山と本件各原発との距離は約１８９キロメートルである（甲１７７号証）。産

業技術総合研究所地質調査総合センター活断層・火山研究部門の山元孝広氏は「大
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山火山噴火履歴の再検討」（甲１７８）によって、約６万年前の国内最大規模のプ

リニー式噴火である倉吉降下火砕物（ＤＫＰ 倉吉火砕層）では大飯原子力発電所

よりもさらに遠い約２００キロメートルの地点まで層厚５０センチメートルの降

下火砕物が及んでいたこと、約８万年前にプリニー式噴出である生竹降下火砕物

（ＤＮＰ 生竹浮石）は大山から東南東約１９０キロメートルの京都府越畑盆地

で層厚３０センチメートルの降下火砕物が確認されたとしている。 

２０１８年２月１３日、関西電力大山火山灰分布情報収集調査結果（甲１７９）

によれば、越畑地点（上記山元論文指摘の層厚３０センチメートルの降下火砕物が

確認された地点とは異なる）でＤＮＰに対比される火山灰を含む層は、その層相と

挟在する礫層により２層（２ａ層、２ｃ層）に細分され、２ａ層は最大２６センチ

メートル、２ｃ層は最大１６センチメートルであった。しかし関西電力は、２ａ層

は礫の混入やラミナなど流水により混入したと思われる痕跡を確認した、２ｃ層

はラミナが確認できなかったものの、礫を含んでいることから流水の影響を否定

できない、として、本露頭におけるＤＮＰの層厚は、流水の影響により降灰層厚と

して評価できない、とした。この関電の調査によっても、生竹降下火砕物（ＤＮＰ 

生竹浮石）の層厚は１０センチメートルをはるかに超える可能性を示すものであ

る。 

以上からすれば、大山との関係で本件原発敷地についての上記の層厚１０セン

チメートルは過小である可能性が高いことが明らかである。 

（３）姶良（あいら） 

 ２万８０００年前に姶良カルデラ噴火が発生している。神戸大学巽好幸教授（マ

グマ学）によれば、この姶良カルデラ噴火では、層厚２０ｃｍが新潟、千葉付近ま

で、層厚１０ｃｍがほぼ本州全域に及んだとされる。なお、同教授は、このような

日本に壊滅的な被害をもたらす「巨大カルデラ噴火」と呼ばれる火山噴火は１００

年以内に１％の確立で発生すると予測している（甲１８０）。 

（４）まとめ 
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 以上からすると、大飯原子力発電所の堆積量（設計層厚）１０センチメートルは

過小評価の可能性が高く、従ってこれを前提とする気中降下火砕物濃度約１．５ｇ

／㎥もまた過小評価の可能性が高いといわなければならない。 

６ 結論 

 以上みてきたように、本件各原発において想定する堆積量（設計層厚）１０センチメ

ートル及び気中降下火砕物濃度約１．５ｇ／㎥の火山灰の侵入があった場合、現状では

非常用ディーゼル発電機機関の損傷等による系統・機器の機能喪失がない、とすること

はできない。したがってこれは、許可基準規則６条１項に違反する。 

また本件各原発は、堆積量（設計層厚）１０センチメートル及び気中降下火砕物濃度

約１．５ｇ／㎥の火山灰の侵入があった場合でも、改良型フィルタの取付及び取替作業

をすることによって非常用ディーゼル発電機機関の損傷等による系統・機器の機能喪

失がない、とするが、これらの層厚や気中降下火砕物濃度の数字は過小評価の可能性が

高いものであり、この点からも許可基準規則６条１項に違反する。 

以上 


